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消費増税自体が「リーマンショック以上」である。 

過去４回のリーマン
ショック級の内、２回 
が消費増税。 
 
かつ、そのショックは、
リーマンショックより 
格段に大きい 
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実質ＧＤＰ（2014年第一四半期からの投資、輸出の増加がない場合） 
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←産業革命 
（1700年代 
　後半） 

←西暦１年 ←日本消費増税で 
　デフレ突入 

過去２０００年のＧＤＰシェアの歴史 

←日清戦争 
（1895年） 

イマココ 「世界主要国のパワーバランス」２千年間の変遷 

出展：Karthik Narayanaswami:  
BRIC  Economies & Foreign Policy 

■「世界視点」で読み解くと・・・ ■ 
１．産業革命までの数千年間、 
　　世界の経済覇者は中国インド。 
　　これが世界の常態。 
　　　　　　　そんな中・・・ 

２．産業革命後、欧米＋日が 
　　世界の経済覇権を握った。 
　　　　　　　しかし・・・ 

３．欧米でグローバル化・緊縮が 
　　加速した２０世紀後半から、 
　　中印と日欧米の覇権逆転が始まる。 
　　「世界の常態」に戻りつつある。 
■  「日本視点」で読み解くと・・・ ■ 
１．日本が「大国・アジアの覇者」 
　　だったのは、２０世紀の百年だけ 
　　その前は、アジアの周辺中等国。 
２．日本は「敗戦」でも縮小せず、 
　　むしろ、拡大しつづけた。 
　　日本が「縮小」しだしたのは 
　　９７年の消費増税によって、 
　　デフレ突入してから。 
３．結果、早晩、再び、 
　　アジアの中等国に凋落する状況。 
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法人税収の推移 
（累計２５５兆円） 

消費税収の推移 
（累計２８２兆円） 実質上、 

消費増税は、 
法人税減税のための 
「原資」に 
活用されてきた。 

出展：菊池英博「政府投資が日本経済
を成長させる」、別冊クライテリオン、
pp. 112-121, 2018. 



大企業ほど、法人税を払っていない。 

（『公平な税制を目指して』中小企業家同友会全国協議会　より） 

【理由】 

等で、 
大企業ほど、 
優遇措置が 
受けやすいから 



新聞記者の証言１ 
 
「何か大蔵省を批判するような記事を書くと、役人がダーッとやってきて『君
の記事は間違っている』とせまるんです。そんなことはないと弁明すると、今
度は情報を遮断される。それに、税務調査をやられたらどうするんですか。国
税と大蔵省は一体なんですよ」 
 
「ある新聞社では、増税反対の論陣を張っていた論説委員が国税庁に狙い撃ち
され、飲食費などの伝票に虚偽の記載がないか、徹底的に調べられたといいま
す。……税を納めるのは当然の義務ですが、そういう話を聞くと、財務省の意
に沿わないことをするとどうなるか、と、つい新聞社の側も考えてしまいま
す。」 
 
「役所がバイアスをかけて情報を流すというのはあります。……本当に都合の
いいことばかりいって、……嘘じゃないですけど、非常にバランスの欠いた情
報の出し方をしていて、そこに乗っからないと情報が取れなくなるという不安
感は現場の記者にはあるんですよ。」 



新聞記者の証言２ 
 
「財務省はパワーがすごいので、政治家に対するレクチャーが圧倒的にすごいですね。
……例えば国交省が一回言えば、財務省は五回一〇回と足を運ぶわけです。そうする
と……国交省との強いつながりのある人でなければどうしても財務省の説明に傾くん
ですね。」 
 
「財政を語る上で、誰の言い分に乗っかるかというと、おそらく財務省なんですね。
財務省が最終的に決めるからというのと、霞が関のパワーバランスで財務省が最も強
いからだと思います。」 
 
「社長や会長、編集局長といった、新聞社のトップ及び論説委員会も同時に攻めてく
るのです。具体的には、政策について『ご説明に上がります』というかたちで、直接
新聞社を訪問してきます。……大手新聞社の経営者といっても、事実上の最高の国家
権力者である財務官僚とのつながりを疎かにはできません。」 
 
「そもそもそんな大した知見を、新聞記者ごときが持っていないので、だから専門家
の人に話をその都度その都度聞きに行く」 



２０１９年は、消費増税など無理な状況 
 

2019年に予想される「リーマンショック級」の経済危機　 

 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 
  ＧＤＰ下落率 

̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 
　米国トランプ政権の迷走  0.6% down 
　中国経済減速  0.9% down 
　欧州経済悪化（英国ＥＵ離脱による）  0.7% down 
　中東リスク（原油価格問題）  0.4% down 
　残業規制の強化  1.0% down 
̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 
　合計  3.6% down 
̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶ 
 
リーマンショック時のＧＤＰ下落率  3.7% down 
 

これ以外にも、 
 
　・五輪不況 
　・地震・水害 
　・極東有事…… 
 
等、多様なリスクあり 

データ出展：大和総研『第199 回日本経済予測』2018 年11 月21 日 
 



処方箋   
１）税制改革：消費減税＋法人増税 
 
２）財政政策：成長を促す様々な「政府投資」等 
 
３）構造政策：賃上げ、物価上昇を促す制度設計 
　　　　　　　（移民抑制、不当廉売規制／適正価格誘導、賃上げ税制、 
　　　　　　　　　　　　　株主優遇制度の緩和・撤廃、不適格業者の排除　等） 


